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　昨今、“卵子の老化” がメディアで盛
んに取り上げられ、年齢の経過ととも
に妊娠が難しくなることへの認識が
広まった。その結果、未婚女性の間
で、若いうちに卵子を凍結保存するこ
とへの関心が高まっている。

40歳以上での凍結は推奨せず

　癌治療などの医学的介入によって
性腺機能の低下を来す可能性がある
場合に、緊急避難的に行う「医学的
適応」の卵子凍結は、以前から実施さ
れてきた。凍結した卵子は、一定期間
保存した後に解凍し、体外受精させ

の卵子凍結は、257 施設（61.9％）が
「倫理的に問題ない」と回答し、9施設
（2.2％）は既に実施していた。
　ただ、この9施設以外にも実施施
設が存在する可能性がある。設備や
技術レベル、価格など、不明瞭な部分
が少なくないことも事実だ。そこで最
近、質の確保や利用者保護を目的に、
日本産科婦人科学会と日本生殖医学
会が相次いで見解を表明した。
　日本産科婦人科学会は13年12月7
日、健常女性が卵子凍結を利用した
場合に不利益が生じないよう、実施に
当たっての注意点を14 年春以降にま
とめる方針を示した。
　一方、日本生殖医学会は13 年11月
20日、実施施設が満たすべき施設基
準とともに｢未受精卵子および卵巣
組織の凍結・保存に関するガイドライ
ン」を策定、公表した。同学会理事長
で慶應大産婦人科教授の吉村泰典氏
は、「社会的適応による卵子凍結を推
奨することが目的ではなく、不確かな
技術や法外な価格で卵子凍結を行う
施設が現れないよう、社会的に監視す
る必要があると考えた」と策定の狙い
を語る。
　ガイドラインは、「医学的適応」「社
会的適応」のそれぞれについて、実施
する上での手順や注意点などをまとめ
た（表1）。例えば、本人の生殖以外の

てから子宮内へ移植する。
　これに対して、今話題となっている
のは、パートナーの不在や仕事の都合
など社会的な要因で今すぐに子ども
を持つことができず、加齢などによっ
て性腺機能の低下を来す可能性があ
る場合に実施する「社会的適応」の
卵子凍結だ。
　岡山大大学院保健学研究科の中
塚幹也氏は 2012 年 6～8月、日本産
科婦人科学会に登録している医療機
関1157 施設に対し、配偶子凍結保
存に関する無記名調査を行った（有
効回答 415施設）。未婚の健常女性

動き出した未婚女性の卵子凍結保存
学会がガイドラインを策定、廃棄を巡るトラブルの懸念も

まだパートナーは決まっていないものの、将来の妊娠を望んでいるような健常女性
に対し、卵子の凍結保存を実施するケースが現れている。関連学会が昨年、相次いで
見解やガイドラインを公表したが、残された課題は少なくない。

表1　社会的適応の卵子凍結保存にかかわるガイドラインの内容 
　　  （ 日本生殖医学会「社会的適応による未受精卵子あるいは卵巣組織の凍結・保存の 

ガイドライン」［2013］より抜粋）

使用目的 本人の生殖以外の目的で使用することはできない

推奨年齢

対象は成人女性で、未受精卵子などの採取時の年齢は40歳以上
は推奨できない。また、凍結保存した未受精卵子などを使用する
際の年齢は45歳以上は推奨できない。本人の生殖可能年齢を過
ぎた場合は、通知の上で破棄することができる

実施手続き

口頭および文書を用いて未受精卵子の採取、凍結と保存、凍結さ
れた未受精卵子などによる生殖補助医療（顕微受精）について
十分に説明し、本人の同意を得るインフォームド・コンセント注1） 

を実施しなければならない

注1） インフォームド・コンセントで凍結・保存に関わる医師が行うべき内容
（1）未受精卵子などの凍結保存の方法並びに予想される成績とリスク
（2）凍結保存した未受精卵子などの保存期間および破棄の手続き
（3）凍結した未受精卵などを用いた生殖補助医療の方法および予想される成績とリスク
（4）凍結および保存の費用、その他
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目的では使用しないことや、卵子凍結
を実施するに当たり、十分な説明を行
うことなどを盛り込んでいる。 
　加えて、社会的適応のガイドライン
には、｢凍結・保存の対象者は成人し
た女性で、未受精卵子などの採取時
の年齢は40 歳以上は推奨できない。
また凍結保存した未受精卵子などの
使用時の年齢は、45歳以上は推奨で
きない｣と推奨年齢を明記した。

50歳を過ぎても諦めきれず…

　ガイドラインの運用において重要な
ポイントとなるのが、利用希望者のイ
ンフォームド・コンセントだ。
　卵子凍結を希望する女性の中には、

「若いときに採取した卵子なら、体外
受精させればすぐに妊娠できる」など
と過大な期待感を抱いたり、「凍結保
存さえしておけば、結婚、出産を先送
りできる」と安易に考えているケース
が少なくない。
　だが、日本産科婦人科学会の報告
によると、凍結融解した卵子を受精
させ、子宮に移植した場合の1回当た
り生産率（出産に至った割合）は、07
～11年の平均で10 ％程度だ。｢35歳
までの出産適齢期に自然妊娠し、出
産する方が望ましいことは明らかであ
り、出産を先送りしても問題ないと考
えるのは間違い」と吉村氏。そうした
事実のほか、体外受精や高齢出産の
リスクもきちんと説明した上で、慎重
に同意を取ることが求められる。
　生殖工学の研究開発や卵子凍結

事業を手掛けるリプロサポートメディ
カルリサーチセンター（東京都新宿区）
は、医学的適応に加え、13 年5月に社
会的適応の卵子凍結も開始した。採
卵時年齢を原則39歳以下とし、50歳
の誕生日まで保管。卵子の採取、凍
結などの費用として約80万円、その
後の保管費として卵子1個当たり年1
万円の料金を設定している。
　同センターでは、利用を検討してい
る女性への説明の場として少人数制
のセミナーを開催。その後、利用希
望者には個別にカウンセリングを実施
し、最終的に利用するかどうか判断し
てもらっている。
　セミナーでは、卵子の「老化」によっ
て自然妊娠や体外受精の成功率が年
齢とともに低下することを説明する一
方で、採卵に伴うリスクや合併症の発
生頻度、卵子を凍結しても高齢出産自
体のリスクはなくならないことなどに
も言及。卵子を凍結すれば全てが解
決するわけではない点も強調してい
る。
　｢卵子の老化や高齢出産の正しい
情報を理解し、それでも卵子を凍結し
ておきたいという人に限って実施して
いる｣と同センター代表の桑山正成氏
は語る。セミナー受講後、カウンセリ
ングを受けるのは3～4割で、カウンセ
リングまで進んだ人の多くは凍結保
存の利用を決めるという。

問われる凍結保存の技術力

　凍結卵子の保管や廃棄に関する
ルールの設定、説明も重要なポイント
だ。諏訪マタニティークリニック（長野
県下諏訪町）では、11年まで社会的
適応の卵子凍結を実施していたが、
今は医学的適応のケースのみ受け付
けている。実施をやめた理由の1つ

が、保管・廃棄を巡るトラブルへの懸
念だった。 
　特に廃棄に関するトラブルとして、
院長の根津八紘氏は、｢保管期間が
過ぎた場合に諦められない女性が多
いという問題がある｣と話す。根津氏
は当時、50 歳までという保管上限年
齢を定め、本人からも事前に廃棄に
関する同意を得ていた。しかし現実に
は、50 歳を過ぎても保管の継続を望
む利用者が多く、対応が難しいケース
もあったという。
　この問題は、医学的適応による卵
子の凍結保存でも生じ得るが、｢社会
的な事情で卵子凍結を希望する女性
の中には、自分の身体や体外受精に
関する理解が高くないケースも少なく
ないので、しっかりとしたルール設定
と説明がなされなければ、より問題が
起こりやすくなるのではないか｣と懸
念する。
　また今後、ニーズの増加に対応して
新規参入施設が増えれば、その技術力
も問われることになりそうだ。卵子凍
結で一般に用いられる｢ガラス化法｣ 
の開発者でもある桑山氏は、｢難易度
が高く、誰でもすぐにできる技術では
ない｣と語る。
　日本生殖医学会のガイドラインで
は、生殖専門医の配置などが要件とさ
れているが、具体的な技術に関する規
定はない。そのため同氏は、｢ガイドラ
インにも何か技術を評価できるような
項目を加えるべきではないか｣と指摘
している。� （増谷  彩）

｢ガイドラインは、卵子
凍結保存や保存による
出産の延期を推奨する
ものではない｣と語る
慶應大の吉村泰典氏。

諏訪マタニティークリ
ニックの根津八紘氏は
｢事前にしっかり説明し
ておかないと、廃棄に
関するトラブルが起こ
りかねない｣と話す。


